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平成２７年度第２回佐倉市情報公開・個人情報保護審議会会議要録 

 

開催日：平成２７年１１月２０日（金） 

時 間：１４：００～１５：３０    

会 場：佐倉市役所１号館３階会議室  

 

出席者 委 員 覺正委員、阿部委員、遠藤委員、関根委員、中山委員、金子委員、田

部井委員 

事務局 飯島総務部長、須合行政管理課長、川島行政管理班長、池田文書法規

班長、飯野主査補、村上主事 

傍聴人 なし 

 

審議会開催に先立ち、副市長より委嘱状交付が行われました。また、委員及び事務局

職員の自己紹介がありました。 

 

１ 審 議 

審議に先立ち、事務局から、佐倉市情報公開・個人情報保護審議会の概要について

説明がありました。 

（１）会長・副会長の選出について 

事務局 審議会条例第５条に審議会に会長、副会長を置き、委員の互選により定めると

規定されています。会長は、会務を総理し、審議会を代表すると規定されており、

会議の議事進行等を行っていただきます。副会長は会長を補佐し、会長が不在の

場合はその職務を代理していただきます。会長の選出につきまして委員の互選と

いうことになっておりますが、ご意見等ございましたらお願いいたします。 

   （意見なし） 

事務局 ご意見等がないようでしたら事務局案ということで提案させていただいてもよ

ろしいでしょうか。 

委 員 はい。 

事務局 前回の審議会で会長を務められた覺正委員がいらっしゃいますので、引き続き   

覺正委員にお願いできればと思いますが、いかがでしょうか。 

委 員 異議なし。 

委員の了承があり、覺正委員が会長に選出されました。 

事務局 以後の進行につきましては会長にお願いいたします。 

会 長 副会長の選出ですが、互選、自選を問わず、ご意見いただければと思います。

ご意見等はございませんでしょうか。 

   （意見なし） 

会 長 ご意見等がないようでしたら、私から阿部委員を推薦したいと思いますが、い

かがでしょうか。 



 

2 

 

委 員 異議なし。 

    委員の了承があり、阿部委員が副会長に選出されました。 

 

（２）審議会の会議公開等について 

ア 会議の一部を非公開とする場合の決定方法について 

会 長 審議事項（２）のアについて、事務局より説明をお願いします。 

事務局 こちらは会議公開を行うに当たり、定めていただく手続等となります。まず１

つ目のアですが、会議の一部を非公開とする場合の決定方法です。お手元の資料

の佐倉市審議会等の会議の公開に関する要綱をご覧ください。第１条の主旨で、

佐倉市情報公開条例第２８条に規定する審議会等の会議の公開に関し、必要な事

項を定めるとされております。佐倉市情報公開条例第２８条で会議は原則公開す

るものとなっております。ただしいくつかの例外が設けられており、例えば審議

内容に個人情報が含まれる場合など、不開示情報に該当するような審議事項を扱

う場合は、審議会の決定によりその会議の一部又は全部を非公開とすることがで

きます。要綱の第３条をご覧ください。会議を非公開とする場合の決定について

定められております。会議非公開の決定方法については、会議における議決、委

員全員による個別の承認、あらかじめ指名された委員による承認、その他審議会

が定める方法の中からお決めいただくこととなっており、第２項により非公開の

決定は、会議開催の１週間前までに行うものとされています。本審議会におきま

しては、ここ数年会議を非公開としたことはございませんでした。なお、前回ま

での審議会においては、あらかじめ指名された委員による承認として、会長・副

会長に事務局から相談させていただき決定するという方法を採用しておりました。 

会 長 ただ今、事務局から説明があった会議の一部非公開の決定についてですが、み

なさんがよろしければ、前回同様、会長、副会長に一任していただくということ

でよろしいでしょうか。この決定のために委員のみなさんに集まっていただくと

いうのは煩雑だと思いますので。ただし、会議は公開というのが原則ですので、

責任を持って判断をさせていただきます。 

   （各委員了承） 

 

イ 傍聴要領について 

会 長 次のイについて、事務局より説明をお願いします。 

事務局 佐倉市審議会等の会議の公開に関する要綱と傍聴要領案をご覧ください。  

要綱第５条第４項に審議会等は、会議を公開するに当たっては、会議が公正かつ

円滑に行われるように傍聴要領例を参考に傍聴要領を定め、これを配布すること

等により、会場内の秩序維持に努めるものとするとされております。別紙が傍聴

要領案となります。こちらについては審議会において、変更することができます

ので、内容についてお決めいただければと思います。 

会 長 それではみなさん内容のご確認をお願いいたします。 

この内容で同意をいただけるということでよろしいでしょうか。 
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   （各委員了承） 

 

ウ 会議録の作成方法及び確認方法について 

会 長 次のウについて事務局より説明をお願いします。 

事務局 会議公開要綱の７条をご覧ください。審議会等は、会議終了後速やかに会議録

を作成するものとすると定められており、作成した会議録については、ホームペ

ージと市政資料室で公表することとなります。参考までに前回の審議会の会議録

をお配りしております。これまでの審議会では会議録の作成方法は要録という方

法をとっており、また発言された委員については委員という表記としておりまし

た。本審議会の会議録について、全文筆記とするか要録とするか、発言された委

員名を記載するかどうか、会議録の確認方法の３点についてお決めいただければ

と思います。なお、前回までの審議会において、会議録の確認方法については、

会長・副会長に確認していただき確定するという方法をとっておりました。 

会 長 みなさんにお諮りしたいことは３点ございます。会議録について全文筆記とす

るか要録とするか、委員の発言について委員名をどうするか、会議録の確認方法

について何かご意見はございますか。 

委 員 会議録はホームページにも掲載されるのですか。 

事務局 はい。 

会 長 情報公開審議会である以上、原則公開となりますが、文書というものはデリケ

ートなものでもありますので、情報公開に耐えうる記録というものがどういうも

のかという視点でご検討いただきたいと思います。まずは会議録の全文筆記か要

録筆記かについてご意見ございますか。 

委 員 これで要録ですか、結構長い記録だと思いますが。 

会 長 要録です。確かにもう少し簡単にしてもよいと思いますが、みなさんのご意見

を伺って決めたいと思います。 

委 員 全文筆記とした場合は、委員名も掲載されるということでしょうか。両者はセ

ットかと思いますが。 

会 長 必ずしもそうとは限りませんが、全文筆記とした場合は、委員名を記載するの

が一般的かと思います。いかがでしょうか。 

委 員 要録でよいのではないかと思います。 

会 長 それでは会議録については、要録とさせていただきます。また委員名について

はこれまでどおり委員とするか各委員の名前を記入するか、いかがでしょうか。

これについてはどちらがよいということはなく、賛否両論ございます。佐倉市で

も委員会によって委員名を出しているものもあります。 

委 員 名前を記載した場合、委員全員の署名も必要になると思うのですが。 

会 長 署名は会議録の内容が、実際の会議と照らし正しいかどうかというものを確認

するものですので、各委員の署名が必要ということではなく、会長・副会長に一

任することも可能です。 

委 員 個人的には各委員の名前を記載する場合は、各委員の署名が必要だと思います
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が、委員名を記載する必要はないと思います。 

会 長 それでは会議録には委員名は記載せず、委員という記載にしたいと思いますが

いかがでしょうか。また署名についても会長・副会長に一任していただくという

ことでよろしいでしょうか。 

   （各委員了承） 

 

（３）佐倉市情報公開条例及び佐倉市個人情報保護条例の改正について（諮問） 

会 長 それでは審議事項（３）佐倉市情報公開条例及び佐倉市個人情報保護条例の改

正について、事務局より説明をお願いします。 

事務局 （諮問書朗読） 

   資料１－２ 佐倉市情報公開条例及び佐倉市個人情報保護条例の一部改正案の

概要に沿って説明させていただきます。第 1の行政不服審査法の改正に伴う佐倉

市情報公開条例及び佐倉市個人情報保護条例の改正についてですが、改正に係る

背景は次のようになります。 

（１）行政不服審査法の改正についてですが、行政不服審査法が、公正性及び利

便性の向上、国民の救済手段の充実等の観点から制定後約５０年ぶりに見直され、

平成２６年６月１３日公布、平成２８年４月１日の施行予定とされております。

これにより、行政庁の処分等に関する不服申立ての制度が主に次のア、イ、ウの

とおりに改正されることとなります。 

    ア 不服申立て手続の一元化について、行政庁の処分に対する異議申立てが廃止

され、審査請求に一元化されました。これまでは異議申立てと審査請求の２つの

不服申立ての制度がございましたが、今後は異議申立ての制度が廃止され、審査

請求に一元化されることになります。異議申立てについては、例えば情報公開で

すと、不開示決定をした市長に不服を申し立て、決定をした市長がその決定が正

しかったか再度判断をする制度となります。審査請求については、処分をした行

政庁の最上級行政庁に対して不服を申し立て、当該行政庁が審査をする制度とな

り、今後は審査請求に一元化されることとなります。 

    イ 審理手続の変更について、審査庁は処分をした行政庁又は審査を行った行政

庁を、裁決は審査請求を受けて決定することを意味します。審査庁が裁決をする

に当たり、有識者で構成される第三者機関、地方公共団体の場合は附属機関とな

りますが、この設置が義務付けられ、当該機関に諮問することにより、審査庁の

判断の妥当性についてチェックを受けることとなりました。これまではその決定

に不服がある場合は、その判断を行った行政庁が再度その判断が正しかったか判

断していましたが、今後は第三者機関によって行政の判断が正しかったかどうか

をチェックしていただくこととなります。 

    ウ 審査請求をすることができる期間の見直しについてですが、審査請求をする

ことができる期間が、現行の６０日以内から３か月以内に延長されました。 

（２）の佐倉市の現状ですが、こちらは主に情報公開と個人情報保護制度につい

て記載しております。佐倉市では、行政不服審査法に基づく不服申立てとは別に、
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情報公開請求及び自己情報開示請求等に対する開示決定等に不服がある場合の救

済制度として、佐倉市情報公開条例及び佐倉市個人情報保護条例に基づく不服の

申出制度を創設しています。不服申出者を救済するための機関として、独任制の

佐倉市情報公開審査委員及び佐倉市個人情報保護委員を設置しており、両委員は

不服申出者から、直接不服の申出を受け、内容を調査及び審査し、理由があると

認めるときは、実施機関に対し、是正その他の措置を講ずるよう勧告等を行う権

限を有しており、勧告を受けた実施機関は、是正その他の措置を講ずるよう努力

義務が課されております。なお、不服の申出は、行政不服審査法による不服申立

てを妨げないことから、両制度を併用することも可能となっています。行政不服

審査法に基づく行政不服審査はもともとあった制度ですが、情報公開条例と個人

情報保護条例によりまして、不服の申出という別の制度を創設し、現在はその２

つの制度を利用することが可能となっております。 

２対応方針の（１）行政不服審査会の設置及び現委員の廃止についてですが、 

改正行政不服審査法の規定に基づき、有識者で構成される第三者機関として行政

不服審査会を設置します。これにつきましては、行政不服審査法施行条例を新た

に制定することを予定しており、その中で行政不服審査会の設置を位置付けてい

くこととなります。また、本市における不服の申立て状況を勘案し、本市が行う

処分に対する行政不服審査法に基づく審査請求は、全て行政不服審査会に諮問す

るものとします。現在の情報公開審査委員及び個人情報保護委員は、独任制であ

るとともに、地方自治法上の附属機関ではないため、行政不服審査法に定められ

る第三者機関とはなり得ません。また、現委員を維持することは、同じ機能を持

った救済機関が併存することとなり、実質的な意義は失われるとともに、両機関

から異なる判断がなされる可能性も考えられるなど、事務上も混乱を来たすおそ

れがあります。このため、現在の情報公開審査委員及び個人情報保護委員につい

ては廃止することとし、行政不服審査会にその機能を集約しようとするものです。 

なお、現委員が有している権限としてインカメラ審理とヴォーンインデックス

という権限がございます。インカメラ審理とは不開示となった公文書を委員が直

接不開示部分を含めて確認できる権限であり、それにより、より適正な判断がで

きるとされています。ヴォーンインデックスとは委員が指定する方法により整理

した資料の作成及び提出を求める権限で、実施機関はその求めに応ずるものとさ

れています。これらの権限についても、行政不服審査会が引き続き有することと

します。開示決定等に対する不服の申出の処理のほか、佐倉市情報公開審査委員

及び佐倉市個人情報保護委員は、制度に関する相談、苦情等を受け、必要に応じ、

実施機関に意見等を述べることができる役割も有していますが、この役割につい

ては、行政不服審査会が引き継ぐことはできないため、引き続き、この制度を維

持することとし、情報公開審査委員及び個人情報保護委員を統合した上で、必要

な事項について規則で定めるものとします。 

    ３一部改正案の内容の（１）佐倉市情報公開条例の改正についてですが、不服

の申出及びその手続に関する規定並びに佐倉市情報公開審査委員の設置等に関す
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る規定である佐倉市情報公開条例第１８条から第２５条までの規定を削ります。

資料１－３に佐倉市情報公開条例の新旧対照表を用意しておりますが、この中の

１８条から２５条までを削除しようとするものです。これに伴い、目次中の第２

章から第４章まで条文が繰り上がることとなりますので、そちらの条文の整理を

行うこととします。 

    （２）佐倉市個人情報保護条例の改正についてですが、資料１－４に個人情報

保護条例の新旧対照表を用意しております。こちらも同じく不服の申出及びその

手続に関する規定並びに佐倉市個人情報保護委員に関する規定である佐倉市個人

情報保護条例第３章（第４０条から第４７条まで）の規定を削ります。これに伴

いまして、目次中の第３章を削除し、章と条文の条ずれの整理を行います。 

    （３）佐倉市情報公開・個人情報保護審議会条例の改正についてですが、佐倉

市情報公開審査委員及び佐倉市個人情報保護委員を廃止することに伴い、佐倉市

情報公開・個人情報保護審議会委員が、両委員を兼ねることができる旨を定めた

佐倉市情報公開・個人情報保護審議会条例第３条第２項を削ります。４の施行期

日ですが、改正行政不服審査法の施行予定日である平成２８年４月１日から施行

するものとします。 

    続きまして、第２として個人情報の保護に関する法律及び行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部を改正する法律の公

布に伴う佐倉市個人情報保護条例の改正について、改正の趣旨についてですが、

番号法の公布に伴い、特定個人情報等の取扱いをより厳格にするため、本審議会

の諮問を経た上で、平成２７年８月定例会に「佐倉市個人情報保護条例の一部を

改正する条例の制定について」を提案し、同条例が公布されたところです。その

後、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の

一部を改正する法律が平成２７年９月に公布され、番号法が一部改正されたこと

に伴い、佐倉市個人情報保護条例で引用している条項について、規定の追加や条

項ずれの修正等を行う必要が生じました。このため、これらに対応するための所

要の改正を行い、一部改正法との整合を図ろうとするものです。 

   ２の一部改正案の内容についてですが、資料１－４の個人情報保護条例の新旧

対照表と照らし合わせていただければと思います。 

（１）用語の定義（保護条例第２条）について、「情報提供等記録」の定義に「（こ

れらの規定を番号法第２６条において準用する場合を含む。）」という文言を追加

します。番号法第１９条では、特定個人情報を他の機関に提供してはならないと

規定されていますが、ただし書１号から１４号までに規定された場合は、例外と

して特定個人情報を他の機関に提供してもよいとされております。新規に追加さ

れた第１９条第８号は、「地方公共団体が条例で定める事務のうち個人情報保護委

員会規則で定められた事務であって情報提供ネットワークシステムを使用して特

定個人情報を提供するとき」と規定されており、各地方公共団体が条例で定め、

国の個人情報保護委員会規則で定められた事務については、平成２９年１月から

稼働予定の情報提供ネットワークシステムを利用して外部との連携をすることが
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できることとなります。次に、情報提供ネットワークシステムを使用した特定個

人情報の提供が行われた場合、番号法２３条１項及び２項により、同システムに

接続されたコンピューターに情報照会者、情報提供者及び提供した個人情報を記

録することが規定されています。その場合の記録を情報提供等記録と呼んでおり

ますが、番号法第２６条が新設され、新設された１９条８号の規定により提供が

行われた場合についても、番号法２３条１項及び２項の規定を準用することとさ

れたため、この旨を情報提供等記録の定義に追加するものです。 

次に、（２）保有個人情報の提供先への訂正決定の通知（保護条例第３３条）に

ついてですが、訂正決定の通知先に「番号法第１９条第８号に規定する条例事務

関係情報照会者」を追加します。個人情報保護条例第２７条に訂正決定があり、

市が持っている個人情報について誤りがあることが分かった場合、市に対し誤り

を訂正するよう請求できるという規定になっています。そして保護条例３３条に

より訂正を実施し、必要がある場合は提供先の機関に対し、誤りを訂正する旨の

通知をするように定められています。番号法第１９条第８号が新設されたことに

伴い、訂正請求に基づき保有個人情報の訂正を行い、必要がある場合は、現在通

知することとされている総務大臣及び情報照会者又は情報提供者に加え、新設さ

れた番号法１９条８号に規定する条例事務関係情報提供者にも訂正を行った旨及

び訂正内容等を通知するものです。 

（３）利用停止請求権（保護条例第３４条）についてですが、保護条例第３４条

第１項第１号エにおいて引用している番号法第２８条について、番号法第２６条

が新設されたことに伴い条ずれが生じたため、第２９条に修正を行います。 

３の施行期日ですが、一部改正法の施行期日である番号法附則第１条第５号に

掲げる施行日については、まだ施行期日を定める政令が出ておりませんので、あ

くまで予定となりますが、平成２９年１月から施行するものとします。 

会 長 大変内容も多く、分かりにくい内容であったと思います。審議の前にご質問が

ありましたら、遠慮なくお願いします。 

委 員 資料１－２の第１の１改正に係る背景（１）のア、イ、ウについては、２対応

方針のア、イ、ウに必ずしも対応してないということでよろしいですか。 

会 長 全く対応していません。 

委 員 不服申立手続の一元化について、異議申立てが廃止されるということですが、

資料１－１の諮問書の中に不服の申出制度並びに佐倉市情報公開審査委員及び佐

倉市個人情報保護委員を廃止することとありますが、不服の申出制度が全て廃止

されるということですか。異議申立てが廃止ということですか。 

会 長 その部分については資料１－２の１ページ目の（２）佐倉市の現状をお読みい

ただければと思います。佐倉市の他、逗子市などが取っている方式だったのです

が、いきなり行政不服審査法による法的救済ということではなく、専門的な委員

が話を受けて、公開を求められるものは求めていこうという情報公開制度のつく

りがあったのですが、それを廃止するということです。 

委 員 佐倉市の対応に限って言えば、行政不服審査法に関しては今までの委員を廃止
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し、行政不服審査会を作り、それを審査庁の決定の判断の根拠とするというよう

に変えるということでよろしいですか。 

会 長 概ねそういうことです。今までは２本立てであったものを１本立てにする、要

するに法律の主旨に沿う形にする。それに伴って今まであった不服の申出制度を

廃止するということです。 

委 員 市民としては、この場合の行政というのは県などではなく、佐倉市の決定に対

して不服があった場合に行政不服審査法に基づいて、行政不服審査会を通して審

査手続を進めていけばよいということですか。 

会 長 そうです。 

委 員 では具体的に例を挙げて、利便性がどう上がるのか説明していただけますか。 

事務局 利便性というところでは、行政不服審査法が変わり、申立てをする期間が延び

るなど利便性が高まることとなります。もともと行政不服審査法というものがあ

り、それは異議申立てと審査請求の２つがあったのですが、どちらも決定をした

機関に不服を申し立て、その決定をした機関がもう一度判断をするというもので

した。それとは別に佐倉市は条例で情報公開審査員という委員を設けており、市

が行った情報公開決定に不満がある場合は、その委員に直接申出をすることがで

き、その委員に客観的な立場から判断をしていただくというものでした。今まで

は行政不服審査法と情報公開審査委員に対する申出の両方ができたのですが、行

政不服審査法が変わりまして、行政不服審査法でも第三者機関を設けるように規

定されました。そうしますとこれまでの情報公開条例で設置された第三者機関と

同じ機能が２つ存在することになりますので、現在、条例で定めている審査委員

を廃止しようとするものです。 

委 員 それは市民にとってどのように便利になるのですか。申立ての期間が３ヶ月に

延びるということだけですか。具体的な例を挙げて説明してもらえますか。 

事務局 行政不服審査法という法律の改正が予定され、この法律が直接適用されて、そ

れによって利便性が高まるというものが既にございますので、そのために佐倉市

でも条例を制定するものです。行政不服の対象とするものは、あらゆる行政処分

が対象となるのですが、今回の改正を要する内容については、情報公開・個人情

報保護条例の改正になりますので、開示・不開示といった決定に対する不服が中

心になると思われます。これまでは独任制という制度で、委員お一人が不服の申

出を受け、それに対して意見を述べるというものでした。行政不服審査会の委員

は５人以内を予定していますが、今後はその申出を複数人で審議をしていただく

ことになります。１人より５人が優れているということではありませんが、複数

の方で判断していただく方がより民主的でいろいろな意見がまとめられ、より良

い判断がなされ、また公平性が高まるとも考えられますので、１つの利点である

と思います。またこのままですと情報公開・個人情報保護委員に対する申出の制

度と今回行政不服審査法で設置が規定された行政不服審査会の２つの制度が混在

することになります。市民の方が不服の申立てをしようとする時に、複数の窓口

があるとどこに申立てをしてよいか混乱してしまうことも想定されますので、一
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元化し、窓口を一本化した方が市民の方にも分かりやすくなると考えられますの

で、それも利点になるかと思います。 

委 員 今までは委員お一人で判断されていたものが、行政不服審査会を設置すること

により５人程度の方で判断がなされ、また市民にとっては行政不服審査会のみに

申出をすればよく、申出の期間も３ヶ月まで延びるということですね。 

事務局 はい、そうです。 

委 員 行政不服審査会を設置することで、申出の期間が６０日から３ヶ月に延びると

いうことですが、そこまで延ばす必要があったのでしょうか。 

事務局 行政処分がなされて、未来永劫ずっと不服の申出が可能で、過去になされた処

分が覆ってしまうというのは、法的安定性が損なわれるという観点から好ましく

ないと考えられますので、一定の期間で区切るというのが行政処分の考え方です。

今までは不服の申出の期間が６０日で、これ以降はできないということでした。

ただし一般の方にとって６０日というのは短い期間であり、悩んでいるうちにあ

っという間に過ぎてしまう期間でもあります。期間が６０日から３ヶ月に延びる

ということは、法的安定性を多少犠牲にしながらも、そういう方たちに不服の申

出の機会を広げ、権利拡充を図ったということです。 

委 員 分かりました。不服の申出の期間が延びるということですが、申出をする方に

対するアドバイスをするようなところはあるのでしょうか。 

事務局 行政処分を行った行政庁が必ず処分を行った旨を通知し、また不服を申立てる

ことができる旨を教示する義務がございます。それは書面で行われることになり

ますので、書面により不服の申出ができることを知ることができます。もちろん

私たちもそういったご相談を受ければ、それに対応させていただきます。このこ

とに関する第三者的な相談機関はございません。 

委 員 分かりました。 

会 長 他に何かございますか。 

委 員 第三者機関と法律で規定されているので、独任制では立ち行かなくなったとい

うことですか。必ずしもそういうことではないのですか。 

事務局 行政不服審査法の法律で、国の場合は行政不服審査会を設置するものとされて

いるのですが、地方公共団体の場合はそれに準じ附属機関でなければならないと

されています。国から示されているＱ＆Ａでも、独任制ではなく合議制の機関で

なければならないとされております。 

委 員 有識者で構成される第三者機関とありますが、有識者の定義というのはあるの

でしょうか。 

事務局 一般的な話となりますが、大学教授であるとか弁護士などを有識者として想定

しております。 

委 員 分かりました。 

会 長 他にご意見等ございますか。無いようでしたら今回の諮問についてご同意いた

だけるということでよろしいでしょうか。 

   （各委員了承） 
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会 長 またこの諮問に対する答申の書面作成についても、会長に一任していただくと

いうことでよろしいでしょうか。 

   （各委員了承） 

 

２ 報 告 

（１）特定個人情報に係る基本方針及び管理規程の制定について 

会 長 続きまして、次第２の報告事項について、事務局より説明をお願いします。 

事務局 資料２－１と２－２をご覧ください。個人番号に紐づく個人情報を特定個人情

報といいますが、これについては強い識別性があることから、法律で厳格な保護

措置を講じなければならないとされております。国から示されている特定個人情

報の適正な取扱いに関するガイドラインにおきましても、厳格な保護措置等を講

ずるために管理規程等を整備する必要があるとされておりますので、佐倉市にお

きましても、当該規程を整備し策定したところでございます。資料２－１佐倉市

特定個人情報等の安全管理に関する基本方針につきましては、大枠で安全管理を

どのように行っていくかというものを定めております。１特定個人情報等の保護

に関する考え方では、番号法における厳格な保護措置について、地方公共団体に

おいても、国と同様の措置を講ずることとされていることから、管理体制や取扱

規程を職員に遵守させる等の措置を講じて適正に特定個人情報を取り扱う方針を

示しております。２特定個人情報等の保護方針では、法令遵守について、番号法、

佐倉市個人情報保護条例等の遵守や安全管理措置として、適正な収集、保管、利

用、廃棄、目的外利用をしないこと等を定めております。委託におきましても、

適切な安全管理措置が講じられるようにすること、継続的な見直し、改善に努め

るということを定めております。 

    また、これらの基本方針をより具体的に実行していくためのものとして、佐倉

市特定個人情報等の取扱いに関する管理規程を定めました。主旨としては、基本

方針に則り、個人番号及び特定個人情報の取扱いについて必要な事項を定めるも

のとなっております。第３の管理体制として、管理者等の役割を定めています。 

特定個人情報等の保護に関する総括保護管理責任者として副市長を充て、また、

保護管理責任者として総務部長を、保護管理者として特定個人情報等を取り扱う

課等の長が担うこととしております。保護管理者を補佐するものとして保護担当

者を置き、特定個人情報についてはなるべく利用範囲を狭めるため、事務取扱担

当者は保護管理者が指定することとしており、また、課内における連絡・報告体

制や事故が起きた場合の対応を定めることとしております。第４の教育研修につ

いては、総括保護管理責任者や保護管理者が必要な教育・研修、啓発を行うこと

としております。第５の職員等の責務としては、法令遵守並びに適正な取扱い、

事故等の兆候があった場合の保護管理者に報告する責務等を課しております。第

６の特定個人情報の取扱いですが、システム上でのアクセス制限や特定個人情報

の複製を不必要に行わないこと、媒体は鍵のかかるところに保管することなどを

定めております。廃棄についても、規程に基づき適切な廃棄を行うことを定めて
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おります。また、番号法でも規定されておりますが、個人番号の利用制限、提供

制限等についても改めて規定をしております。第７の情報システムにおける安全

の確保等については、コンピューターを使った事務処理が多くなりますので、ア

クセス制御やアクセス記録を記録すること、またアクセス状況の監視、不正アク

セスの防止について必要な措置を講ずることを規定しております。第８の情報シ

ステム室等の安全管理については、情報システムの根幹であるサーバー等の機器

が設置してある場所への立入制限等について規定しています。第９の特定個人情

報等の提供及び業務の委託等についてですが、特定個人情報を取り扱う事務を委

託する場合も市と同様の安全管理措置を講ずること、また再委託する場合も特定

個人情報等の厳格な保護措置を講ずること等を定めております。第１０の安全確

保上の問題への対応は、情報漏えいの事案が発生したり、その兆候を認知した場

合は保護管理者に速やかに報告することや再発防止の措置を講ずることを定めて

おります。また監査及び点検の実施について、必要に応じ監査を行うことや保護

管理者が取扱状況を点検したり、管理措置の評価、見直し等を行うことを定めて

おります。これらについては先日、庁内に周知を行ったところでございます。 

 

（２）平成２７年度情報公開制度の実施状況について 

開示請求の処理状況ですが、平成２７年４月から平成２７年１０月末日までの

間に、延べ４４人の方から１１５件の公文書について開示請求がありました。１

１５件の決定区分等の内訳については、全部開示５４件、部分開示５７件、文書

不存在により不開示となったものが２件、取下げが２件となっております。 

次に、不開示理由別内訳ですが、部分開示及び不開示になった件数は５９件で、

不開示理由は、個人情報によるものが４８件と最も多く、住所、氏名、印影など

が主な不開示部分となっています。開示請求者の状況については、延べ請求者数

が４４人で、開示請求者の区分としては、佐倉市の区域内に住所を有する個人が

２０人、市外に住所を有する個人が６人、法人等が１８件となっております。情

報公開審査委員に対する不服の申出等は１件ございましたが、申出者より取り下

げられております。市政情報の公表状況についてですが、本年４月から１０月末

までに、市政情報の公表に関する要綱第３条各号の規定に該当するものとして、

１６０件の市政に関する情報を公表しております。最後に、市政資料室の利用状

況ですが、市庁舎１号館２階にあります市政資料室では、市政に関する資料を自

由に閲覧でき、有償で頒布している資料については購入することもできます。ま

た、情報公開条例に基づく開示請求等の窓口にもなっています。平成２７年４月

から１０月末までの利用人数は、２、７８７人となっております。情報公開の報

告としては以上となりますが、資料３－２は今ご報告した内容の資料編となって

おり、どのような請求があったのかなどを記載しております。 

 

（３）個人情報保護制度の運用状況について 

平成２７年１０月末日現在、佐倉市個人情報保護条例第６条に基づいて届出が
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されている保有個人情報取扱事務の総数は６３７件となっており、保有個人情報

取扱事務の届出事項は表のとおりとなっております。保有個人情報取扱事務に係

る目的外利用の状況についてですが、本年４月から１０月末までに実施機関が行

った保有個人情報取扱事務に係る目的外利用は５件でした。保有個人情報取扱事

務に係る外部提供の状況については、同期間の間に実施機関が行った保有個人情

報取扱事務に係る外部提供は１５９件ありました。主な外部提供先は警察署で９

０件となっており、刑事訴訟法１９７条２項による照会に基づき、外部提供して

いるものとなっております。続きまして、保有個人情報の開示、訂正及び利用停

止請求の件数並びにその処理状況についてです。開示請求の件数及びその処理状

況につきましては、平成２７年４月から１０月末までの間に１５人の方から開示

請求がありました。これに伴う開示決定は、全部開示決定が１３件、部分開示が

２件となっています。訂正及び利用停止請求はありませんでした。 

口頭による開示請求の実施状況ですが、平成２７年度印旛郡市職員採用共同試

験の結果について、第１次試験の不合格者の総合順位、一般教養試験の正解数及

び専門試験の正解数を請求者に開示しており、こちらの請求件数は９件でした。 

最後に、個人情報保護委員に対する不服の申出等についてですが、本年４月か

ら１０月末までに、個人情報保護委員に対する不服の申出等はございませんでし

た。報告は以上となります。資料４－２は、今ご報告した内容の資料編となって

おりますのでご覧ください。 

 

会 長 ただいまの報告事項について何かご質問等はございますか。今日の審議会を通

してのご質問でも結構です。 

委 員 情報公開について平成２７年度が４４件ということですが、昨年と比較すると

件数が少ないと思いますが、その要因は分かりますか。 

事務局 資料３－２の５ページをご覧ください。昨年が９８件に対して、平成２７年度

は１０月末日段階での件数となっておりますので、件数としては横ばいか、若干

少ないという状況だと思います。 

委 員 平成１９年度の請求件数が２０２件と多いですが、何かあったのでしょうか。 

事務局 正確には記憶しておりませんが、政務調査費等の請求が多かった時期かもしれ

ません。 

会 長 資料３－２情報公開の資料編の６ページに主な内容と割合という資料がありま

すが、これで確認できますか。 

事務局 失礼いたしました。ご指摘いただいたとおり、平成１９年度は教育委員会に関

する文書の請求が多かった年度となっております。 

会 長 他に何かご質問ございますか。どんな質問でも結構です。 

委 員 情報システム管理についてですが、パソコンにアクセスする時、パスワードは

どのくらいの期間で変更しているのでしょうか。 

事務局 パスワードについては、３ヶ月に１回程度だったと思いますが、全職員がパス

ワードを変更するようになっております。 
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委 員 もう少し短い期間で変更できたほうがよいと思います。 

会 長 他にご質問はございますか。 

他にご質問がないようですので、これで本日の審議会を終了いたします。 






















































